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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数種の粉粒体材料をそれぞれに貯留する複数の材料供給機から供給させた各粉粒体材
料を、予め設定された質量比になるように計量機において計量させ、混合手段によって混
合させた材料を成形機に供給する材料配合供給装置であって、
　前記成形機において単位時間当たりに処理される材料の処理能力を検出する処理能力検
出手段と、
　前記成形機に向けて単位時間当たりに供給可能な材料の配合供給能力を検出する配合供
給能力検出手段と、
　所定のプログラムに基づいて、前記処理能力と前記配合供給能力とを比較し、該配合供
給能力が該処理能力よりも過剰であり、かつ所定基準まで減少可能なときには、該配合供
給能力を減少させるように更新して配合供給を実行させる配合供給能力制御手段とを備え
ていることを特徴とする材料配合供給装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記配合供給能力制御手段は、前記計量機において計量する１バッチ目標量を減少させ
ることで、前記配合供給能力を減少させることを特徴とする材料配合供給装置。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記配合供給能力制御手段は、前記１バッチ目標量を減少させる前に、前記計量機にお
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いて１バッチの計量に要した時間と、その１バッチの目標量とに基づいて該計量機におけ
る単位時間当たりに計量可能な材料の計量能力を算出して、この計量能力と前記処理能力
とに基づいて、前記１バッチ目標量を減少させることを特徴とする材料配合供給装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項において、
　前記計量機の下流側からの材料要求信号が出力されるまでに、前記計量機に材料を待機
させておく第１待機モードと、前記信号が出力されるまでは、該計量機に材料を待機させ
ずに、該信号が出力された後に、計量を開始させる第２待機モードとの実行が可能とされ
ており、
　前記配合供給能力制御手段は、前記第１待機モードを前記第２待機モードに変更するこ
とで、前記配合供給能力を減少させることを特徴とする材料配合供給装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか１項において、
　前記配合供給能力制御手段は、前記配合供給能力を減少させる前に、前記計量機によっ
て計量した１バッチ量分が前記成形機において処理された際に生成される信号または関連
して生成される信号から次回の信号までの時間と、その１バッチの目標量とに基づいて前
記成形機の処理能力を算出することを特徴とする材料配合供給装置。
【請求項６】
　複数種の粉粒体材料をそれぞれに貯留する複数の材料供給機から供給した各粉粒体材料
を、予め設定された質量比になるように計量機において計量し、混合手段によって混合し
た材料を成形機に供給するようにした材料配合供給方法であって、
　前記成形機において単位時間当たりに処理される材料の処理能力と、単位時間当たりに
前記成形機に向けて供給可能な材料の配合供給能力とを比較し、該配合供給能力が該処理
能力よりも過剰であり、かつ所定基準まで減少可能なときには、該配合供給能力を減少さ
せるように更新して配合供給を実行させるようにしたことを特徴とする材料配合供給方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数種の粉粒体材料を、所定の割合で配合して成形機に供給する材料配合供
給装置、及び材料配合供給方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、複数種の粉粒体材料を、所定の割合で配合し、その配合済み材料を、成形機
に供給するようにした材料配合供給装置としては、複数種の粉粒体材料をそれぞれに貯留
する複数の材料供給機から供給させた各粉粒体材料を、予め設定された質量比になるよう
に、ロードセル等のセンサーを設けた単一のバッチ式計量機において計量するようにした
ものが知られている。上記計量機で計量された１バッチ量分の材料は、該計量機の下流側
の混合ドラム（混合用ケース）等の混合手段で混合されて、成形機等の供給先に供給され
る構成とされている（例えば、下記特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２３０９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、上記のような材料配合供給装置では、種々の成形機や成形機における種々の
稼働態様に適用可能なように、一般的に、成形機において単位時間当たりに処理される材
料の処理能力よりも、成形機に供給可能な配合供給装置自体における材料の配合供給能力
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が予め十分に大きく設定されている。例えば、成形機側からの要求に迅速に対応できるよ
うに、計量機において１度に計量する１バッチ量を比較的、大きく設定し、各部（計量機
下流側のホッパー等の貯留部）においても、そのバッチ量に応じた量（１バッチ量分乃至
は複数バッチ量分など）の貯留がなされる。また、計量機以降の各部（計量機や貯留部）
において材料がなくなれば直ぐに計量及び補給し、各部に材料を待機させるようにしてい
た。
　このようなものでは、材料替えや各材料の質量比の変更、成形品の変更（金型の変更）
等の製造ロット替えがなされる際や、成形終了（運転終了）時などの際には、計量機以降
の各部において待機、保持されている材料は、既に複数種の材料が配合されているため、
再利用が困難であり、廃棄する量が多くなるという問題があった。
【０００５】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであり、製造ロット替えや成形終了時等におけ
る配合済みの材料を低減し得る材料配合供給装置、及び材料配合供給方法を提供すること
を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するために、本発明に係る材料配合供給装置は、複数種の粉粒体材料を
それぞれに貯留する複数の材料供給機から供給させた各粉粒体材料を、予め設定された質
量比になるように計量機において計量させ、混合手段によって混合させた材料を成形機に
供給する材料配合供給装置であって、前記成形機において単位時間当たりに処理される材
料の処理能力を検出する処理能力検出手段と、前記成形機に向けて単位時間当たりに供給
可能な材料の配合供給能力を検出する配合供給能力検出手段と、所定のプログラムに基づ
いて、前記処理能力と前記配合供給能力とを比較し、該配合供給能力が該処理能力よりも
過剰であり、かつ所定基準まで減少可能なときには、該配合供給能力を減少させるように
更新して配合供給を実行させる配合供給能力制御手段とを備えていることを特徴とする。
【０００７】
　ここに、上記粉粒体材料は、粉体・粒体状の材料を指すが、微小薄片状や短繊維片状、
スライバー状の材料等を含む。
　また、上記材料としては、樹脂ペレットや樹脂繊維片等の合成樹脂材料、或いは金属材
料や半導体材料、木質材料、薬品材料、食品材料等どのようなものでもよい。
【０００８】
　本発明に係る前記材料配合供給装置においては、前記配合供給能力制御手段が前記計量
機において計量する１バッチ目標量を減少させることで、前記配合供給能力を減少させる
ようにしてもよい。
　この１バッチ目標量の減少は、前記１バッチ目標量を減少させる前に、前記計量機にお
いて１バッチの計量に要した時間と、その１バッチの目標量とに基づいて該計量機におけ
る単位時間当たりに計量可能な材料の計量能力を算出して、この計量能力と前記処理能力
とに基づいて、前記１バッチ目標量を減少させるようにしてもよい。
【０００９】
　本発明に係る前記いずれかの材料配合供給装置においては、前記計量機の下流側からの
材料要求信号が出力されるまでに、前記計量機に材料を待機させておく第１待機モードと
、前記信号が出力されるまでは、該計量機に材料を待機させずに、該信号が出力された後
に、計量を開始させる第２待機モードとの実行が可能とされたものとしてもよい。この場
合は、前記配合供給能力制御手段が前記第１待機モードを前記第２待機モードに変更する
ことで、前記配合供給能力を減少させるようにすればよい。
【００１０】
　本発明に係る前記いずれかの材料配合供給装置においては、前記配合供給能力を減少さ
せる前に、前記計量機によって計量した１バッチ量分が前記成形機において処理された際
に生成される信号または関連して生成される信号から次回の信号までの時間と、その１バ
ッチの目標量とに基づいて前記成形機の処理能力を前記配合供給能力制御手段において算
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出するようにしてもよい。
【００１１】
　また、前記目的を達成するために、本発明に係る材料配合供給方法は、複数種の粉粒体
材料をそれぞれに貯留する複数の材料供給機から供給した各粉粒体材料を、予め設定され
た質量比になるように計量機において計量し、混合手段によって混合した材料を成形機に
供給するようにした材料配合供給方法であって、前記成形機において単位時間当たりに処
理される材料の処理能力と、単位時間当たりに前記成形機に向けて供給可能な材料の配合
供給能力とを比較し、該配合供給能力が該処理能力よりも過剰であり、かつ所定基準まで
減少可能なときには、該配合供給能力を減少させるように更新して配合供給を実行させる
ようにしたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明に係る前記材料配合供給装置では、供給先である成形機の材料の処理能力と、当
該材料配合供給装置の供給可能な材料の配合供給能力とを比較して、該配合供給能力が該
処理能力よりも過剰であり、かつ所定基準まで減少可能なときには、該配合供給能力を減
少させるように更新する構成とされている。このように成形機の処理能力に応じて減少可
能なときには配合供給能力を減少させることで、当該材料配合供給装置の各部において待
機、保持される配合済みの材料が減少する。従って、製造ロット替えや成形終了時等の際
に生じる配合済み材料（残材）を減少させることができる。この結果、材料の無駄を低減
でき、かつ廃棄量を減少させることができる。
【００１３】
　本発明に係る前記材料配合供給装置において、前記配合供給能力制御手段が前記計量機
において計量する１バッチ目標量を減少させることで、前記配合供給能力を減少させるよ
うにすれば、計量機において計量される１バッチ毎の材料を減少させることができる。従
って、計量機以降の各部において待機、保持される配合済みの材料を上記同様、減少させ
ることができる。
　また、１バッチ目標量を成形機の処理能力に応じて細かく変更することができるので、
上記配合供給能力を成形機の処理能力に安全な範囲（ショートフィード等が生じる恐れが
ない程度）の所定基準まで近づけることが可能となり、効率的に残材を減少させることが
できる。
【００１４】
　上記のように１バッチ目標量を減少させる態様において、前記１バッチ目標量を減少さ
せる前に、前記計量機において１バッチの計量に要した時間と、その１バッチの目標量と
に基づいて該計量機における単位時間当たりに計量可能な材料の計量能力を算出して、こ
の計量能力と前記処理能力とに基づいて、前記１バッチ目標量を減少させるようにすれば
、以下の効果を奏する。
　すなわち、配合する材料の種類（嵩密度が異なる材料など）や材料点数によっては、計
量機の計量能力が大きく変動する場合があるので、例えば、予め成形機の処理能力と、そ
れに応じた１バッチ目標量とを対応させたデータテーブルを作成して格納しておき、該テ
ーブルに基づいて減少させるような場合に比べて、より安全かつ確実に配合供給能力を減
少させることができる。
【００１５】
　本発明に係る前記いずれかの材料配合供給装置において、前記計量機の下流側からの材
料要求信号が出力されるまでに、前記計量機に材料を待機させておく第１待機モードと、
前記信号が出力されるまでは、該計量機に材料を待機させずに、該信号が出力された後に
、計量を開始させる第２待機モードとの実行が可能とされたものとし、前記配合供給能力
制御手段が前記第１待機モードを前記第２待機モードに変更することで、前記配合供給能
力を減少させるようにすれば、以下の効果を奏する。
　すなわち、配合供給能力を減少させる態様として、上記計量機の１バッチ目標量を減少
させる態様に代えて、または加えて、計量機における待機態様を変更するようにしている
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。これによれば、成形機の処理能力に応じて、第１待機モードを第２待機モードに変更す
ることで、第２待機モードでは、材料要求信号が出力された後に計量機において計量を開
始するようにしているので、計量機において、材料が常時、待機、保持されることがなく
、それに応じた残材を減少させることができる。
【００１６】
　本発明に係る前記いずれかの材料配合供給装置において、前記配合供給能力を減少させ
る前に、前記計量機によって計量した１バッチ量分が前記成形機において処理された際に
生成される信号または関連して生成される信号から次回の信号までの時間と、その１バッ
チの目標量とに基づいて前記成形機の処理能力を前記配合供給能力制御手段において算出
するようにすれば、以下の効果を奏する。
　すなわち、上記信号間の時間と１バッチ目標量とに基づいて成形機の処理能力が自動的
に算出されるので、例えば、成形機の処理能力または処理能力を算出するための各種の設
定数値等を操作部等に手入力させるような場合と比べて、操作間違い等が生じず、正確な
処理能力を取得でき、この処理能力に基づいて、配合供給能力を減少させることができる
。
【００１７】
　また、本発明に係る前記材料配合供給方法によれば、上記本発明に係る材料配合供給装
置が奏する効果と同様、当該材料配合供給装置の各部において待機、保持される配合済み
の材料を減少させることができ、製造ロット替えや成形終了時等の際に生じる残材を減少
させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明に係る材料配合供給装置の一実施形態を備えたシステム構成の一例を模式
的に示す概略構成図である。
【図２】同材料配合供給装置の制御ブロック図である。
【図３】同材料配合供給装置で実行される基本動作の一例を説明するための概略タイムチ
ャートである。
【図４】（ａ）は、同材料配合供給装置で実行される成形機の処理能力検出機能の基本動
作の一例を示す概略フローチャート、（ｂ）は、同材料配合供給装置で実行される計量機
の計量能力検出機能の基本動作の一例を示す概略フローチャートである。
【図５】（ａ）は、同材料配合供給装置で実行される配合供給能力変更機能の基本動作の
一例を示す概略フローチャート、（ｂ）は、同例を説明するための説明図である。
【図６】同材料配合供給装置で実行される配合供給能力変更機能の基本動作の他例を示す
概略フローチャートである。
【図７】（ａ）、（ｂ）は、同材料配合供給装置で実行される配合供給能力変更機能の基
本動作の更に他例を説明するための概略フローチャートである。
【図８】同例における第２待機モードの動作例を説明するための概略タイムチャートであ
る。
【図９】同例における第３待機モードの動作例を説明するための概略タイムチャートであ
る。
【図１０】（ａ）、（ｂ）は、いずれも同材料配合供給装置の変形例を備えたシステム構
成の一例を模式的に示す概略構成図である。
【図１１】同材料配合供給装置の他の変形例を備えたシステム構成の一例を模式的に示す
概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下に、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
　図１～図１１は、本実施形態に係る粉粒体材料の配合供給装置、その動作例及び変形動
作例、並びに変形例を説明するための説明図である。
　尚、図１、図１０及び図１１においては、ガス（輸送空気）や粉粒体材料を流通させる
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管路（ガス管路、粉粒体材料輸送管路など）を、実線にて模式的に示している。
　また、図１０及び図１１では、詳細な符号の一部を省略している。
【００２０】
　図例の粉粒体材料の配合供給装置１は、図１に示すように、配合前の粉粒体材料を下流
側に向けて供給する材料供給部１０と、この材料供給部１０から供給された各粉粒体材料
を、予め設定された質量比（重量比）となるように計量する単一の計量機２０と、この計
量機２０において計量された粉粒体材料を混合する混合手段としての混合ドラム３０と、
この混合ドラム３０において混合された粉粒体材料を一時的に貯留する一時貯留ホッパー
４０と、この一時貯留ホッパー４０から輸送された配合済みの粉粒体材料を貯留するチャ
ージホッパー５０と、制御盤６０とを備えている。このチャージホッパー５０の下端排出
口は、配合済み材料の供給先としての射出成形機９の材料投入口９ａに連設されている。
【００２１】
　射出成形機９は、詳細な説明は省略するが材料投入口９ａから投入された配合済み材料
をシリンダ内で溶融させて、溶融させた１ショット分の樹脂をシリンダ先端のノズルから
金型（不図示）内に射出させて、樹脂成形品を成形する。
　尚、本実施形態に係る配合供給装置１において配合した材料の供給先としては、合成樹
脂成形品を成形する射出成形機に限られず、他の材料用の射出成形機、または押出成形機
や圧縮成形機等の他の成形機を供給先とする態様としてもよい。
【００２２】
　材料供給部１０は、複数種の配合前の粉粒体材料（図例では、Ａ材、Ｂ材、Ｃ材及びＤ
材の４種類）を、それぞれに貯留する複数の材料供給機１１（１１Ａ，１１Ｂ，１１Ｃ，
１１Ｄ）を有している。これら複数種の粉粒体材料は、例えば、合成樹脂成形品を成形す
る場合には、バージン材や粉砕材、マスターバッチ、各種添加剤等が挙げられる。
　各材料供給機１１は、上記各材料を貯留する材料ホッパー１２（１２Ａ，１２Ｂ，１２
Ｃ，１２Ｄ）と、これら材料ホッパー１２の下端部に設けられた供給フィーダ（定量供給
器）１３（１３Ａ，１３Ｂ，１３Ｃ，１３Ｄ）とを備えている。
　供給フィーダ１３は、図例では、モータ等の駆動部を有したスクリュー式のフィーダ１
３Ａ，１３Ｂ，１３Ｃと、エアシリンダ等の駆動部を有したスライドダンパー（スライド
シャッター）式のフィーダ１３Ｄとを示している。
　これら各供給フィーダ１３は、その材料排出口が、後記する計量機２０の計量ホッパー
２１の上端の投入口に臨むように設置されており、各供給フィーダ１３から個別に順次、
供給された各材料は、自重落下（自然落下）により、計量ホッパー２１内に投入されて計
量される。
　尚、各供給フィーダの構成は、図例のものに限られず、例えば、振動発生部を有した振
動フィーダや、ロータリーフィーダ、ターンテーブル上の材料をスクレイパーで掻きとる
ようにして微少量を供給するマイクロフィーダ等の他の材料切出装置としてもよい。
【００２３】
　各材料ホッパー１２には、材料センサー１５（（１５Ａ，１５Ｂ，１５Ｃ，１５Ｄ）、
（図２参照））が設けられており、これら材料センサー１５の材料要求信号により各材料
の輸送制御がなされる。
　また、各材料ホッパー１２の上端部には、材料タンク（不図示）から空気輸送される各
材料を捕集する捕集器１４（１４Ａ，１４Ｂ，１４Ｃ，１４Ｄ）が設けられている。各捕
集器１４には、末端にサクションノズル５ａを有した材料輸送管５・・・がそれぞれ接続
され、これらサクションノズル５ａが、各材料タンク内に差し込まれている。
　これら捕集器１４への各材料の輸送は、本実施形態では、吸引ブロアー等の吸引空気源
２による吸引作用により吸引輸送する態様としている。この吸引ブロアー２には、吸引管
３の一端が接続され、この吸引管３の他端には、輸送材料切り替え弁４が接続され、この
輸送材料切り替え弁４には、材料数に応じた本数（図例では４本）の吸引管３が接続され
ている。また、この４本の吸引管３のそれぞれは、上記した各材料供給機１１の各捕集器
１４に接続されている。
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【００２４】
　上記した材料供給部１０への材料輸送手段を構成する吸引ブロアー２及び輸送材料切り
替え弁４、並びに材料供給部１０における各材料センサー１５及び各供給フィーダ１３は
、図２に示すように、信号線を介して制御部としてのＣＰＵ６１に接続されており、所定
プログラムに従って制御がなされる。
　すなわち、各材料供給機１１への材料輸送動作は、材料ホッパー１２のうちのいずれか
の材料センサー１５から材料要求信号が出力されれば、材料要求のあった材料供給機１１
の捕集器１４に接続された吸引管３と吸引ブロアー２とを連通させるように輸送材料切り
替え弁４を切り替え、吸引ブロアー２を起動させることで、その材料ホッパー１２に対応
する材料タンク内に貯留された粉粒体材料が材料輸送管５を介して捕集器１４に向けて輸
送される。そして、当該捕集器１４において捕集され、捕集器１４から下方の材料ホッパ
ー１２に投入されて貯留される。
　つまり、これら各材料ホッパー１２には、当該配合供給装置１の作動中は常時、所定量
以上の各材料が貯留されるように、各材料センサー１５の材料要求信号により、適宜、各
材料供給機１１への各材料の輸送、補給がなされる。
　尚、各材料タンクから各材料供給機１１への各材料の輸送態様は、吸引輸送に限られず
、コンプレッサー等の圧縮空気供給源によって圧送する態様としてもよい。
　また、材料供給機１１の設置個数は、図例のように４つに限られず、それ以外の複数を
設置するようにしてもよい。
【００２５】
　計量機２０は、上記した各材料供給機１１からの材料を受け入れる計量ホッパー２１と
、この計量ホッパー２１の下端排出口を開閉する排出ダンパー２３と、計量ホッパー２１
に投入された各材料を計量するためのロードセル等の重量センサ２２とを備えている。
　これらロードセル２２及び排出ダンパー２３は、上記した材料輸送手段及び材料供給部
１０と同様、図２に示すように、信号線を介してＣＰＵ６１に接続されており、上記した
各材料供給機１１とともに、所定プログラムに従って制御されて計量工程が実行される。
【００２６】
　すなわち、図５（ｂ）に示すように、１バッチ目標量の初期設定値（初期設定時バッチ
量）が、６０００ｇであり、各材料の配合比が、Ａ材：Ｂ材：Ｃ材：Ｄ材＝１：５：３４
：６０に設定されているとすれば、まず、Ａ材を貯留するＡ材料供給機１１Ａの供給フィ
ーダ１３Ａを作動させて、Ａ材を計量ホッパー２１に投入させ、ロードセル２２の計測値
に基づいて、供給フィーダ１３Ａをフィードバック制御し、目標設定値である６０ｇにな
れば供給フィーダ１３Ａを停止させてＡ材の供給を停止する。以下、同様に、各材料供給
機１１を駆動制御し、Ｂ材を３００ｇ、Ｃ材を２０４０ｇ、Ｄ材を３６００ｇとなるまで
個別に順次、計量ホッパー２１に投入させて計量を実行する。各材料をそれぞれ目標設定
値まで計量すれば、１バッチ量分の計量工程が終了する。この計量機２０において計量さ
れた計量済み（配合済み）の材料は、計量機２０の下部の排出ダンパー２３を、所定の開
放時間ｔ３（図３参照）が経過するまで開放させて、計量機２０の下流側に設置された混
合ドラム３０に向けて排出される。
【００２７】
　尚、上記各供給フィーダ１３を駆動制御する際に、駆動停止時における落差量を考慮し
て駆動制御したり、各材料の計量時における供給量を段階的に、或いは連続的に減少させ
るように駆動制御したりするようにしてもよい。
　また、上記開放時間ｔ３は、最大量（初期設定時バッチ量）の１バッチ量分の材料の排
出が可能な程度の時間で適宜、設定可能である。
　さらに、４種類の材料を計量する態様に限られず、それ以外の複数種の材料を計量する
態様としてもよい。
【００２８】
　上記した計量機２０から排出された計量済みの１バッチ量分の材料は、混合ドラム３０
に投入されて混合がなされる。
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　この混合ドラム３０は、投入された材料を収容する収容部３１と収容部３１内の材料を
攪拌して混合するための攪拌羽根３２と、攪拌羽根３２を回転駆動する攪拌用モータ３３
と、収容部３１の下端排出口を開閉する排出ダンパー３４とを備えている。
　この混合ドラム３０の攪拌用モータ３３及び排出ダンパー３４は、上記同様、図２に示
すように、信号線を介してＣＰＵ６１に接続されており、所定プログラムに従って制御さ
れて混合工程が実行される。
　すなわち、上記した計量機２０の排出ダンパー２３が閉止されて所定の遅延時間が経過
すれば、攪拌用モータ３３を回転駆動させて、所定の混合時間ｔ５（図３参照）が経過す
るまで攪拌、混合がなされる。混合時間ｔ５が経過すれば、下部の排出ダンパー３４を、
所定の開放時間ｔ６（図３参照）が経過するまで開放させて、混合ドラム３０の下流側に
設置された一時貯留ホッパー４０に向けて、混合済み（配合済み）の材料を排出させて、
混合工程が終了する。
【００２９】
　尚、上記混合時間ｔ５は、後記するように１バッチ目標量を変更させる態様においては
、１バッチ目標量に応じて、適宜、変更するようにしてもよく、また、最大量（初期設定
時バッチ量）の１バッチ量分の材料の混合が可能な程度の一定の時間としてもよい。
　また、上記開放時間ｔ６は、上記開放時間ｔ３と同様、最大量（初期設定時バッチ量）
の１バッチ量分の材料の排出が可能な程度の時間で適宜、設定可能である。
　さらに、混合ドラム３０における混合工程、すなわち、排出ダンパー３４を開放させて
、混合済み材料の排出動作が完了し、排出ダンパー３４が閉止された後に、計量機２０か
ら混合ドラム３０への材料の投入がなされるように構成されている。
【００３０】
　上記した混合ドラム３０から排出された混合済みの１バッチ量分の材料は、一時貯留ホ
ッパー４０に投入されて、下流側のチャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料
要求信号があるまで貯留されて保持される。
　この一時貯留ホッパー４０は、材料貯留部４１と、材料貯留部４１内の材料の有無を検
出する材料センサー４２とを備え、当該配合供給装置１における最大量（初期設定時バッ
チ量）の１バッチ量分の材料の貯留が少なくとも可能とされている。また、材料センサー
４２は、少なくとも最低バッチ量の材料の有無の検出が可能な構成とされている。
　この一時貯留ホッパー４０の材料貯留部４１の下端部に設けられた材料排出口には、材
料輸送管８の一端が接続されている。
【００３１】
　材料輸送管８の他端は、射出成形機９の上部に設置されたチャージホッパー５０の上部
捕集器５３に接続されている。
　チャージホッパー５０は、下端排出口が射出成形機９の材料投入口９ａに連通された材
料貯留部５１と、この材料貯留部５１内に貯留された材料レベルが所定レベルまで低下し
たことを検出する材料センサー５２とを備えている。この材料貯留部５１には、初期設定
時バッチ量の数バッチ量分程度の材料の貯留が少なくとも可能とされている。また、この
材料センサー５２は、例えば、この材料センサー５２の検出レベル以下の貯留容量が、初
期設定時バッチ量の半バッチ程度から１バッチ半程度の所定量となるように設けられてい
る。
　尚、チャージホッパー５０の下部に、射出成形機９の材料投入口９ａに向けて配合済み
材料を定量供給する上記同様の供給フィーダ等を更に設けるようにしてもよい。
【００３２】
　上記したチャージホッパー５０の上部の捕集器５３は、上記同様の吸引管７を介して吸
引ブロアー６に接続されている。
　これらチャージホッパー５０の材料センサー５２、及び材料輸送手段を構成する吸引ブ
ロアー６は、上記同様、図２に示すように、信号線を介してＣＰＵ６１に接続されており
、所定プログラムに従って制御されて輸送工程が実行される。
　すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２から材料要求信号が出力されれば
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、吸引ブロアー６を起動させ、所定の輸送時間ｔ１（図３参照）が経過するまで作動させ
て、一時貯留ホッパー４０に貯留された１バッチ量分の混合済み材料を、材料輸送管８を
介して捕集器５３に向けて輸送し、捕集器５３において捕集して、捕集器５３から下方の
材料貯留部５１に投入して貯留させる。
　尚、上記輸送時間ｔ１は、例えば、当該配合供給装置１における最大量（初期設定時バ
ッチ量）の１バッチ量分の材料の輸送が可能な程度の時間で適宜、設定可能である。
【００３３】
　制御盤６０は、図１及び図２に示すように、当該配合供給装置１の上記した各機器を上
記所定のプログラムに従って制御するとともに、後記する各プログラムを実行する制御部
としてのＣＰＵ６１と、このＣＰＵ６１に信号線を介してそれぞれ接続された、各種設定
などを設定、入力したり、表示したりするための表示操作部を構成する操作パネル６２と
、この操作パネル６２の操作により設定、入力された設定条件や入力値、後記する基本動
作や各動作等を実行するための制御プログラムなどの各種プログラム、予め設定された各
種動作条件や各種データテーブル等が格納され、各種メモリ等から構成された記憶部６３
とを備えている。
【００３４】
　ＣＰＵ６１は、後記するように、内蔵されたクロックタイマー等の計時手段や演算処理
部、及び計量機２０や各種センサー４２，５２等とともに、射出成形機９において単位時
間当たりに処理される材料の処理能力を検出する処理能力検出手段、及び射出成形機９に
向けて単位時間当たりに供給可能な材料の配合供給能力を検出する配合供給能力検出手段
を構成する。また、ＣＰＵ６１は、後記するように、処理能力と配合供給能力とを比較し
、該配合供給能力が該処理能力よりも過剰であり、かつ所定基準まで減少可能なときには
、該配合供給能力を減少させるように更新して配合供給を実行させる配合供給能力制御手
段を構成する。
【００３５】
　次に、上記構成とされた本実施形態に係る配合供給装置１において実行される基本動作
の一例を、図３～図５に基づいて説明する。
　尚、図３、後記する図８及び図９に示す概略タイムチャート図では、各機器のＯＮ／Ｏ
ＦＦ動作や出力信号、各排出ダンパーの開閉動作等を模式的に図示している。
　また、図３に示す概略タイムチャート図は、後記する配合供給能力変更パターンＣにお
ける第１待機モードの動作例に相当する。
【００３６】
　＜初期準備運転＞
　当該配合供給装置１の起動がなされた後は、所定の初期準備運転が実行される。
　当該配合供給装置１の起動時には、上記した計量機２０、一時貯留ホッパー４０、及び
チャージホッパー５０の各部には、未だ材料が計量待機または貯留保持されていない状態
（空状態）である。すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２及び一時貯留ホ
ッパー４０の材料センサー４２から材料要求信号が出力されている状態である。
【００３７】
　まず、計量機２０において初期設定時バッチ量で、上記した計量工程を実行させ、混合
ドラム３０に向けて排出させて、引き続き計量工程を実行する。これに並行して混合ドラ
ム３０において上記した混合工程を実行させ、一時貯留ホッパー４０に向けて排出させる
。
　これにより、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２の材料要求信号が消え、その材
料要求信号の消滅後、所定の遅延時間が経過すれば、上記した吸引ブロアー６を起動して
、一時貯留ホッパー４０内の混合済みの１バッチ量分の材料を、チャージホッパー５０に
向けて輸送する。
　これにより、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２から材料要求信号が出力され、
上記計量工程が完了していれば、混合ドラム３０に排出させ、上記同様、混合工程を経て
、一時貯留ホッパー４０に貯留させて、上記同様、チャージホッパー５０に向けて輸送す
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る。このような動作を、チャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が
消えるまで繰り返し、その材料要求信号が消えれば、成形準備が整う。
　成形準備が整えば、射出成形機９の前回製造ロット時の材料を廃棄するための捨て打ち
や成形品が良品となるまで試験打ち等が適宜、実行される。
【００３８】
　＜定常運転：第１待機モード＞
　上記初期準備運転の後、射出成形機９において逐次、成形品を成形する定常運転がなさ
れる。
　本動作例では、第１待機モードで配合供給を実行するようにしている。
　この第１待機モードでは、図３に示すように、チャージホッパー５０の材料センサー５
２からの材料要求信号が出力されるまでに、一時貯留ホッパー４０に１バッチ量分の材料
を補給して待機させ、かつ、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２からの材料要求信
号が出力されるまでに、計量機２０において１バッチ量分の材料を計量させて待機させる
ようにしている。
【００３９】
　すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力されれ
ば、上記した吸引ブロアー６を輸送時間ｔ１が経過するまで作動させて、一時貯留ホッパ
ー４０に貯留された１バッチ量分の材料を、チャージホッパー５０に輸送する。一時貯留
ホッパー４０の材料センサー４２から材料要求信号が出力されれば、計量機２０の排出ダ
ンパー２３を開放時間ｔ３が経過するまで開放させ、計量機２０において保持されている
１バッチ量分の材料を混合ドラム３０に投入し、上記混合工程を実行させ、一時貯留ホッ
パー４０に材料を投入し、次の材料要求信号が出力されるまで１バッチ量分の材料を待機
させる。また、上記と並行して、計量機２０の排出ダンパー２３が閉止されれば、上記計
量工程を実行させ、次の材料要求信号が出力されるまで１バッチ量分の材料を待機させる
。
【００４０】
　このように、第１待機モードでは、計量機２０及び一時貯留ホッパー４０に概ね材料を
待機（計量待機及び貯留保持）させた状態とし、計量機２０における計量工程の実行と混
合ドラム３０における混合工程の実行とが並行してなされる態様とされている。
　以下、同様にしてチャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力
される毎に、材料の輸送、計量及び混合がなされる。
　射出成形機９では、配合されて供給された配合済み材料を消費しながら所定の１ショッ
ト量、及びショットサイクルで、成形品を逐次、成形するが、製造ロット替えや成形終了
時には、上記した計量機２０及び一時貯留ホッパー４０、並びにチャージホッパー５０に
おいて配合済みの材料が残材となる。
　そこで、本実施形態では、所定の配合供給能力変更プログラムに従って上記したＣＰＵ
６１により、定常運転への移行を検出し、処理能力及び配合供給能力（計量能力）を検出
して、これら処理能力及び計量能力に基づいて、当該配合供給装置１における配合供給能
力を減少させ、残材を減少させるようにしている。
　以下、本実施形態において実行される配合供給能力変更プログラムの一動作例について
説明する。
【００４１】
　＜定常運転移行検出＞
　本動作例では、当該配合供給装置１の起動後、単位時間当たりに射出成形機９側に向け
て供給される材料の処理能力を検出し、この処理能力が所定の安定状態となったときに、
定常運転に移行したと判別するようにしている。
　この定常運転への移行の検出は、図４（ａ）に基づいて後述する処理能力検出機能の動
作例と同様にして、処理能力を検出し、定常運転への移行を検出するようにしてもよい。
　すなわち、図４（ａ）に示すように、計量機２０の排出ダンパー２３が開放されれば（
ステップ１０２）、タイマーを起動させ（ステップ１０３）、次に、計量機２０の排出ダ
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ンパー２３が開放されれば（ステップ１０４）、タイマーをリセットし、処理時間ｔ２（
図３参照）を記憶部６３に格納させ、タイマーを再起動させる（ステップ１０５）。
　上記処理時間ｔ２と、その間に計量機２０において計量した１バッチ目標量（初期準備
運転時においては、初期設定時バッチ量）とから、処理能力Ｘを算出し、記憶部６３に格
納させる（ステップ１０６）。また、ステップ１０５において、タイマーを再起動させた
後は、上記同様、計量機２０の排出ダンパー２３の開放の有無を監視し、計量機２０の排
出ダンパー２３が開放される毎に、処理能力Ｘを算出するようにしている（ステップ１０
４～１０６）。
【００４２】
　上記処理能力Ｘを、当該配合供給装置１の起動後、計量機２０の排出ダンパー２３が開
放される毎に算出し、記憶部６３に格納させ、この算出毎の処理能力Ｘのばらつきがある
閾値以内となったときに、安定状態と判別し、定常運転に移行したと判別するようにして
もよい。この安定か否かの判別は、例えば、算出された処理能力Ｘと、その直近に算出さ
れた数回分（例えば、５回分程度など）の処理能力Ｘの平均値との差が、数％乃至は１０
％程度以内になった際や、算出毎の処理能力Ｘの差分値が所定の閾値以下となり安定した
ときに、所定の安定状態になったと判別し、定常運転に移行したと判別するようにしても
よい。
　つまり、初期準備運転では、上記したように、当該配合供給装置１の各部には、材料が
待機、保持されていない状態であり、最大限の配合供給が実行され、その後、捨て打ちや
試験打ち等の実行がなされるが、この間は、射出成形機９では、安定した材料の消費（略
一定の処理速度かつ処理量）がなされておらず、処理能力Ｘ（初期準備運転時における各
部に材料を待機、保持させるまでは、実質的には射出成形機９において材料の処理（消費
）がなされないが、この間に検出される処理時間ｔ２と、１バッチ目標量とに基づいて算
出された値も処理能力とする。）は、上下に大きく変動し、不安定な状態である。本動作
例では、この不安定な状態が、上記した所定の安定状態となったときに、定常運転に移行
したと判別するようにしている。
【００４３】
　定常運転に移行した後は、上述のように、射出成形機９において、所定の１ショット量
、及びショットサイクルで、逐次、成形品の成形がなされるので、処理能力Ｘは、略一定
で安定した状態となる。
　尚、初期準備運転から定常運転への移行の検出は、上記した態様に限られず、例えば、
試験打ち等により成形品が安定して良品となったことをユーザーに確認等させた後、操作
パネル６２の定常運転（連続運転）スイッチ等を操作させ、その操作信号をＣＰＵ６１に
おいて検出することで、定常運転への移行を検出するようにしてもよい。
　或いは、ユーザーによるスイッチ操作や上述のような処理度合いを示す指標（処理時間
ｔ２及び１バッチ目標量）から算出される処理能力Ｘの安定度合いに基づく自動検出によ
って定常運転への移行を検出する態様に代えて、例えば、射出成形機９からショットサイ
クル時間等の成形状態を示す情報が出力されるような場合は、その成形状態が所定の安定
状態となったときに、定常運転への移行と判別するようにしてもよい。
　また、上記態様では、計量機２０の排出ダンパー２３の開放動作信号を監視して、処理
時間ｔ２を取得する態様について説明したが、計量機２０の計量開始のタイミングまたは
これに関連するタイミングを検出可能な信号に基づいて処理時間ｔ２を取得するようにし
てもよい。例えば、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２からの材料要求信号や、計
量機２０の計量毎の計量開始動作信号または計量完了動作信号、混合ドラム３０における
各機器の動作信号等を監視して、処理時間ｔ２を取得するようにしてもよい。
【００４４】
　＜処理能力検出＞
　図４（ａ）に示すように、所定の初期準備運転を実行（ステップ１００）した後、上記
のように定常運転に移行したか否かを判別し、定常運転への移行を検出すれば（ステップ
１０１）、上記同様にして処理能力Ｘを算出し、定常運転時における処理能力Ｘを記憶部
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６３に格納させる（ステップ１０２～１０６）。
　例えば、後記する配合供給能力の変更がなされるまでは、計量機２０における１バッチ
目標量は、初期設定時バッチ量（図５（ｂ）では、６０００ｇ）であり、信号間の時間ｔ
２が、３分であったとすれば、処理能力Ｘは、１２０ｋｇ／ｈとなる。
　この定常運転時における処理能力Ｘは、上述のように、略一定で安定しており、定常運
転時における、一度の算出により、処理能力Ｘを取得して格納し、以降は処理能力Ｘを検
出しないような態様としてもよいが、本動作例では、上記定常運転移行検出時と同様、計
量機２０の排出ダンパー２３が開放される毎に処理能力Ｘを算出し、記憶部６３に格納さ
せるようにしている。
【００４５】
　尚、上記処理能力算出のために取得する処理時間ｔ２は、計量機２０によって計量した
１バッチ量分の材料が、射出成形機９において処理された際に生成される信号または関連
して生成される信号から次回の信号までの時間を、処理時間ｔ２とすればよい。この信号
は、本実施形態のように、一時貯留ホッパー４０において１バッチ量分の材料を貯留させ
、下流側からの材料要求信号があれば、全量をチャージホッパー５０に輸送させる場合に
は、上記定常運転移行検出時と略同様、例えば、チャージホッパー５０や一時貯留ホッパ
ー４０の材料センサー４２，５２からの材料要求信号や、計量機２０の計量毎の計量開始
動作信号または計量完了動作信号、混合ドラム３０における各機器の動作信号等としても
よい。
【００４６】
　また、処理能力Ｘの検出態様は、上記した態様に限られず、例えば、射出成形機９にお
いて成形されている１ショット量とショットサイクル時間とから処理能力Ｘを検出するよ
うな態様としてもよい。これら１ショット量とショットサイクル時間とは、ユーザーによ
る操作パネル６２への入力により取得するようにしてもよく、または、射出成形機９から
出力されるデータ等から取得するようにしてもよい。或いは、処理能力Ｘ自体を、射出成
形機９の成形データの表示等を参照して、ユーザーに操作パネル６２に手動入力させ、そ
の操作信号をＣＰＵ６１において検出することで、処理能力Ｘを検出するような態様とし
てもよい。
　その他、種々の態様により、単位時間当たりに射出成形機９において処理される材料の
処理能力Ｘを検出するようにしてもよい。
【００４７】
　＜配合供給能力（計量能力）検出＞
　上記処理能力検出時と同様、図４（ｂ）に示すように、所定の初期準備運転を実行（ス
テップ１００）した後、定常運転への移行を検出すれば（ステップ１０１）、計量能力Ｙ
を検出する。
　この計量能力Ｙは、計量機２０における計量動作を監視し、その計量動作に要した時間
に基づいて算出される。
　すなわち、計量が開始されれば（ステップ１１２）、タイマーを起動させ（ステップ１
１３）、計量が完了すれば（ステップ１１４）、タイマーをリセットし、計量時間ｔ４（
図３参照）を記憶部６３に格納させる（ステップ１１５）。
　上記計量時間ｔ４と、計量機２０において計量した１バッチ目標量とから、当該計量機
２０における、計量能力Ｙ、すなわち、射出成形機９に向けて単位時間当たりに供給可能
な材料の計量能力Ｙを算出し、記憶部６３に格納させる（ステップ１１６）。
【００４８】
　例えば、後記する配合供給能力の変更がなされるまでは、計量機２０における１バッチ
目標量は、初期設定時バッチ量（図５（ｂ）では、６０００ｇ）であり、計量時間ｔ４が
、１分であったとすれば、計量能力Ｙは、３６０ｋｇ／ｈとなる（図５（ｂ）参照）。
　一般的に、上述のように、配合供給装置では、種々の成形機または成形機の種々の稼働
態様に適用可能なように、配合供給装置における最大配合供給能力は、十分に大きく設定
されている。また、計量機２０以外の各部における混合工程及び輸送工程において要する
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時間に遅延時間を加えた所要時間よりも、計量工程において要する所要時間が基本的には
長く、上記した第１待機モードでは、計量能力Ｙは、当該配合供給装置１における、射出
成形機９に向けて単位時間当たりに供給可能な材料の配合供給能力に相当し、本動作例で
は、計量能力Ｙを配合供給能力としている。
【００４９】
　尚、計量能力Ｙは、後記する配合供給能力変更パターンＡにおいては、定常運転に移行
した後の一度の計量工程から算出し、格納するようにしてもよいが、図４（ｂ）の二点鎖
線で示すように、後記する配合供給能力変更パターンＢにおいては、計量工程が実行され
る毎に計量能力Ｙを算出し、格納するようにしている。
【００５０】
　＜配合供給能力変更パターンＡ＞
　図５（ａ）に示すように、検出して格納した処理能力Ｘと計量能力Ｙとを比較し、処理
能力Ｘに応じた目標計量能力を算出して、１バッチ目標量を算出する（ステップ２００）
。その１バッチ目標量から算出された各材料の目標設定値が、最小計量可能値以下である
かを判別し（ステップ２０１）、その目標設定値が最小計量可能値以下であれば、変更前
の１バッチ目標量（図５（ｂ）では、初期設定時バッチ量の６０００ｇ）を、その最小計
量可能値に基づいて算出した最低バッチ目標量（図５（ｂ）では、５００ｇ）に変更する
（ステップ２０２）。一方、上記目標設定値が最小計量可能値を超えていれば、変更前の
１バッチ目標量を、所定の１バッチ目標量に変更する（ステップ２０３）。
　上記最小計量可能値は、計量機２０において、上述のように材料毎に計量する際に、計
量可能な値として予め設定されており、図５（ｂ）の例では、５ｇを最小計量可能値とし
て設定している。
【００５１】
　上記所定の１バッチ目標量の算出は、例えば、上述のように、定常運転移行後における
処理能力Ｘが、１２０ｋｇ／ｈであり、計量能力Ｙが、３６０ｋｇ／ｈであった場合を例
にすれば、計量能力Ｙが、処理能力Ｘよりも過剰であるので、処理能力Ｘに見合った１２
０ｋｇ／ｈとなるように、目標計量能力を算出し、この目標計量能力から１バッチ目標量
（図５（ｂ）の例では、２０００ｇ）を算出するようにすればよい。すなわち、変更前に
検出した計量能力Ｙ（３６０ｋｇ／ｈ）を処理能力Ｘ（１２０ｋｇ／ｈ）に一致させるよ
うに目標計量能力（１２０ｋｇ／ｈ）を算出し、この目標計量能力の上記計量能力Ｙに対
する減少割合に応じて、初期設定時バッチ量（６０００ｇ）から１バッチ目標量（２００
０ｇ）を算出するようにすればよい。このように算出された１バッチ目標量と予め設定さ
れた質量比とから各材料の設定値が算出される。
【００５２】
　上記のように、処理能力Ｘに、目標計量能力を一致させ、１バッチ目標量を算出して設
定し、更新させる場合は、処理能力Ｘを、例えば、１０ｋｇ／ｈ刻みで安全側の値となる
ように、切り捨てて端数処理した値（例えば、１１５ｋｇ／ｈであった場合は、１２０ｋ
ｇ／ｈ）を処理能力Ｘとして格納するようにしてもよい。
　また、このように、処理能力Ｘに、目標計量能力を一致させ、１バッチ目標量を算出し
て設定し、更新させる場合にも、１バッチ目標量が減少することで、上記した計量時間ｔ
４が短くなり、１バッチ目標量を更新後の実際の計量能力Ｙ（実測値）は、大きくなるの
で、射出成形機９側へのショートフィード等が生じるような問題もない。
【００５３】
　上記のように１バッチ目標量を更新した後は、その１バッチ目標量で計量を行い、上記
定常運転時における同様の動作（第１待機モード）で配合供給の実行がなされ、処理能力
Ｘが所定の閾値以上に増加すれば（ステップ２０４）、１バッチ目標量をリセットし（ス
テップ２０５）、初期準備運転に移行させる。
　例えば、当該配合供給装置１に、供給先として複数台の射出成形機９が接続されていた
り、新たに接続されたりして、供給すべき射出成形機９の稼働台数が増加したような場合
には、処理能力Ｘが大幅に増加し、更新した１バッチ目標量では、ショートフィードが生
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じる場合がある。従って、本動作例では、上記のように処理能力Ｘの許容増加幅を予め設
定しておき、変更した１バッチ目標量をリセットして、初期設定時バッチ量に戻し、初期
準備運転に移行させるようにしている。この初期準備運転に移行した後は、上記同様、定
常運転に移行したか否かを判別し、処理能力Ｘ及び計量能力Ｙを検出して、配合供給能力
を減少させるように更新して配合供給を実行させるようにしてもよい。
【００５４】
　尚、上記処理能力Ｘが所定の閾値以上に増加したときに、アラームや異常メッセージ等
をスピーカ等の報知手段から鳴動させるようにしてもよい。
　また、上記のように、処理能力Ｘを常時、監視しながら、異常（処理能力Ｘの大幅な増
加）を検出するような態様に代えて、手動操作により、リセットするような態様としても
よい。または、上記ステップ２０４以降の工程を実行しない態様としてもよい。
　または、処理能力Ｘが、増加した場合には、計量能力Ｙが処理能力Ｘに見合った値とな
るように目標計量能力を算出し、１バッチ目標量を増加させるように更新してもよい。
【００５５】
　以上のように、本動作例では、検出した処理能力Ｘと検出した計量能力Ｙとを比較し、
計量能力Ｙを減少させるように目標計量能力を算出し、１バッチ目標量を減少させるよう
にしているので、製造ロット替えや成形終了時等の際に生じる配合済み材料（残材）を減
少させることができる。つまり、計量機２０及び一時貯留ホッパー４０においてそれぞれ
計量待機及び貯留されている１バッチ量分の材料、並びにチャージホッパー５０に輸送さ
れて徐々に消費される１バッチ量分の材料を減少させることができる。この結果、材料の
無駄を低減でき、かつ廃棄量を減少させることができる。
【００５６】
　次に、本実施形態に係る材料配合供給装置１で実行される配合供給能力変更プログラム
の他の動作例を図６に基づいて説明する。
　尚、定常運転移行検出、処理能力検出、及び計量能力検出の態様は、上記した例と同様
であるので説明を省略する。
　上記した配合供給能力変更パターンＡの動作例では、定常運転に移行した後の処理能力
Ｘと計量能力Ｙとに基づいて、計量機２０において計量させる１バッチ目標量を、１度の
み変更して更新する態様としたが、本動作例では、段階的に１バッチ目標量を減少させ、
計量能力Ｙを処理能力Ｘに所定基準まで近づける制御を実行する態様としている。
【００５７】
　＜配合供給能力変更パターンＢ＞
　すなわち、図６に示すように、まず、上記同様に、検出して格納した処理能力Ｘと計量
能力Ｙとを比較し、処理能力Ｘに応じた目標計量能力を算出して、１バッチ目標量を算出
する（ステップ２１０）。この際、本動作例では、処理能力Ｘに、所定の安全率（安全係
数、１．１程度としてもよい）を乗じて目標計量能力を算出するようにしている。
　例えば、上記同様に、定常運転移行後における処理能力Ｘが、１２０ｋｇ／ｈであり、
計量能力Ｙが、３６０ｋｇ／ｈであった場合を例にすれば、計量能力Ｙを処理能力Ｘに一
致させて、１２０ｋｇ／ｈとし、これに安全係数１．１を乗じて、１３２ｋｇ／ｈとし、
この目標計量能力の上記計量能力Ｙに対する減少割合から１バッチ目標量（２２００ｇ）
を算出するようにしている。
【００５８】
　上記のように算出した１バッチ目標量から、上記同様にして各材料の目標設定値を算出
し、最小計量可能値以下であるかを判別し（ステップ２１１）、その目標設定値が最小計
量可能値以下であれば、変更前の１バッチ目標量を、その最小計量可能値に基づいて算出
した最低バッチ目標量に変更する（ステップ２１２）。一方、上記目標設定値が最小計量
可能値を超えていれば、変更前の１バッチ目標量を、所定の１バッチ目標量に変更する（
ステップ２１３）。
　ステップ２１２または２１３において、１バッチ目標量を更新した後、上記同様、処理
能力Ｘが所定の閾値以上に増加すれば（ステップ２１４またはステップ２１６）、１バッ
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チ目標量をリセットし（ステップ２１５）、初期準備運転に移行させる。
　一方、上記目標設定値が最小計量可能値を超えている場合において、再度、検出された
計量能力Ｙが上記目標計量能力に所定基準まで近づいていない場合（ステップ２１７）に
は、ステップ２１０に戻り、再度、上記同様にして、１バッチ目標量を算出する（ステッ
プ２１０）。
【００５９】
　つまり、１バッチ目標量を減少させて更新すれば、上述のように、実際の計量能力Ｙは
、計量時間ｔ４が短くなるので大きくなり、１バッチ目標量更新後の次の計量動作時に検
出される計量能力Ｙが、設定した目標計量能力よりも大きくなる。
　そこで、本動作例では、上記１バッチ目標量は、更新前の計量能力Ｙを算出時の計量時
間ｔ４（１分）と、目標計量能力（１３２ｋｇ／ｈ）とに基づいて、暫定値として算出し
、１バッチ目標量更新後の次の計量動作時に検出される計量能力Ｙに基づいて、再度、１
バッチ目標量を算出、更新し、以後、計量能力Ｙが上記目標計量能力に所定基準まで近づ
くまで、１バッチ目標量の更新を実行するようにしている。
【００６０】
　例えば、上記のように、１バッチ目標量を、６０００ｇから２２００ｇに更新した場合
において、次の計量動作時の計量時間ｔ４が、実際には、１分ではなく、４５秒であった
とすれば、更新後の計量能力Ｙの実測値は、１７６ｋｇ／ｈとなる。この実測値の計量時
間ｔ４（４５秒）と、目標計量能力（１３２ｋｇ／ｈ）とに基づいて、１バッチ目標量を
再度、算出すれば、１６５０ｇとなり、１バッチ目標量を更新する。以下、同様にして、
更新前の計量能力Ｙを算出時の計量時間ｔ４と目標計量能力とに基づいて、暫定値として
１バッチ目標量を算出、更新し、更新後の次の計量能力Ｙ検出時における計量時間ｔ４と
目標計量能力とに基づいて、１バッチ目標量を算出、更新するという手順を繰り返し、計
量能力Ｙが、目標計量能力に所定基準まで近づくまで、１バッチ目標量を減少させて更新
する工程を繰り返し行うようにしている（ステップ２１７、２１０）。すなわち、本動作
例では、２回の計量動作が行われる毎に、１バッチ目標量の更新がなされる。
　上記目標計量能力に所定基準まで近づいたか否かの判別は、例えば、目標計量能力に±
数％（例えば、±５％）程度の閾値を設定しておき、更新された計量能力Ｙが、その閾値
の範囲内にあれば、目標計量能力に所定基準まで近づいたと判別するようにしてもよい。
【００６１】
　以上のように、本動作例では、計量能力Ｙが、処理能力Ｘを基準に算出された目標計量
能力に所定基準まで近づくまで、１バッチ目標量を減少させて更新する工程を繰り返し行
うようにしているので、製造ロット替えや成形終了時等の際に生じる配合済み材料（残材
）を、より効率的に減少させることができる。つまり、射出成形機９の処理能力Ｘに、見
合った能力で、かつ必要最小限の能力に計量能力Ｙを、減少化させることができ、残材を
大幅に減少させることができる。
【００６２】
　尚、上記のように、１バッチ目標量の更新を、計量能力Ｙが目標計量能力に所定基準ま
で近づくまで繰り返す態様に代えて、例えば、予め１バッチ目標量の更新回数Ｎを設定し
ておき、そのＮ回だけ更新するような態様としてもよい。
　また、上記動作例では、初回更新時に、処理能力Ｘに安全率を乗じて目標計量能力を算
出し、それに基づいて１バッチ目標量を算出する態様としているが、例えば、初回または
複数回目までの更新は、上記した配合供給能力変更パターンＡと同様にして１バッチ目標
量を算出し、２回目または複数回目以降の更新は、本動作例における１バッチ目標量の算
出態様とするようにしてもよい。
【００６３】
　また、上記した各動作例（パターンＡ及びパターンＢ）では、自動検出した計量能力Ｙ
と処理能力Ｘとを比較して、その自動検出した計量能力Ｙを処理能力Ｘに見合った所定能
力となるように所定態様で目標計量能力を算出し、その算出した目標計量能力から１バッ
チ目標量を算出して更新する態様としているが、このような態様に限られない。例えば、
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成形機の処理能力と計量機の１バッチ目標量とを対応させたテーブルを予め格納させてお
き、このテーブルに基づいて、１バッチ目標量を変更するようにしてもよい。この場合は
、配合する材料の種類や計量する材料点数に応じて、複数種類のテーブルを用意しておく
ようにしてもよい。また、このようにテーブルを作成する際には、ショートフィード等が
生じないように、安全率を大きく設定して１バッチ目標量と処理能力とを対応づけるよう
にしてもよい。
【００６４】
　次に、本実施形態に係る材料配合供給装置１で実行される配合供給能力変更プログラム
の更に他の動作例を図７～図９に基づいて説明する。
　尚、定常運転移行検出、及び処理能力検出の態様は、上記した各例と同様であるので説
明を省略する。
　上記した配合供給能力変更パターンＡ及びパターンＢの動作例では、定常運転に移行し
た後の処理能力Ｘと計量能力Ｙとに基づいて、１バッチ目標量を減少させることで、当該
配合供給装置１における配合供給能力を減少させる態様としているが、本動作例では、計
量機２０及び一時貯留ホッパー４０における材料の待機態様有無の組み合わせから複数の
待機モードの実行を可能とし、この待機モードを変更することで、当該配合供給装置１に
おける配合供給能力を減少させる態様としている。
　本動作例では、上記第１待機モードと、図８に示す第２待機モードと、図９に示す第３
待機モードとの実行が可能とされており、まず、これら第２待機モード及び第３待機モー
ドの動作例について、図８及び図９に基づいて説明する。
　尚、第１待機モードについては、上記同様であるので説明を省略する。
【００６５】
　＜第２待機モード＞
　この第２待機モードでは、図８に示すように、チャージホッパー５０の材料センサー５
２からの材料要求信号が出力されるまでに、一時貯留ホッパー４０に１バッチ量分の材料
を補給して待機（貯留保持）させ、かつ、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２から
の材料要求信号が出力されるまでは、計量機２０に材料を計量待機させずに、材料センサ
ー４２からの材料要求信号が出力された後に、計量を開始させるようにしている。
【００６６】
　すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力されれ
ば、上記した吸引ブロアー６を輸送時間ｔ１が経過するまで作動させて、一時貯留ホッパ
ー４０に貯留された１バッチ量分の材料を、チャージホッパー５０に輸送する。一時貯留
ホッパー４０の材料センサー４２から材料要求信号が出力されれば、計量機２０において
計量工程を実行し、計量工程が終了すれば、混合ドラムにおいて混合工程を実行させ、一
時貯留ホッパー４０に混合済みの材料を投入させ、一時貯留ホッパー４０において１バッ
チ量分の材料を待機させる。
　このように、第２待機モードでは、計量工程と混合工程とが並行して実行されず、直列
的に順次、実行され、また、混合工程が終了した後も、一時貯留ホッパー４０の材料セン
サー４２からの材料要求信号が出力されるまでは、計量を開始しないようにしている。
　以下、同様にしてチャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力
される毎に、材料の輸送、計量及び混合が直列的に実行される。
【００６７】
　＜第３待機モード＞
　この第３待機モードでは、図９に示すように、チャージホッパー５０の材料センサー５
２からの材料要求信号が出力されるまでは、計量機２０及び一時貯留ホッパー４０に材料
を計量待機及び貯留保持させずに、材料センサー５２からの材料要求信号が出力された後
に、計量を開始させるようにしている。
　すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力されれ
ば、計量機２０において計量工程を実行し、計量工程が終了すれば、混合ドラムにおいて
混合工程を実行させ、混合済みの材料を一時貯留ホッパー４０に投入させる。これにより
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、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２が材料有を検出し、上記した吸引ブロアー６
を輸送時間ｔ１が経過するまで作動させて、一時貯留ホッパー４０に貯留された１バッチ
量分の材料を、チャージホッパー５０に輸送する。
　このように、第３待機モードでは、上記第２待機モードと同様、計量工程と混合工程と
が並行して実行されず、直列的に順次、実行され、さらに、計量機２０及び一時貯留ホッ
パー４０に概ね材料を待機（計量待機及び貯留保持）させずに空状態としている。
　以下、同様にしてチャージホッパー５０の材料センサー５２からの材料要求信号が出力
される毎に、材料の計量、混合及び輸送が直列的に実行される。
【００６８】
　＜配合供給能力変更パターンＣ＞
　上記にて説明した各モードにおける配合供給能力は、その待機態様から明らかなように
、第１待機モードが最大、第３待機モードが最小であり、これら各モードの選択は、射出
成形機９における上記処理能力Ｘと、各モードの待機態様に基づいて算出される基準時間
条件等とに基づいてなされる。
　まず、図７（ｂ）に示すように、所定の初期準備運転を実行（ステップ１００）した後
、定常運転への移行を検出すれば（ステップ１０１）、チャージホッパー５０の材料セン
サー５２の検出レベル以下の材料待機量ＬＭと、処理能力Ｘとから、検出レベル以下の材
料の供給可能時間ｔ７を算出し、記憶部６３に格納させる（ステップ１２２）。すなわち
、検出レベル以下の材料待機量ＬＭで、どれだけの成形時間（処理時間）が賄えるかを算
出する。
　上記材料待機量ＬＭは、上記検出レベル以下の貯留容量を予め設定または手入力させて
設定しておき、その貯留容量と、予め設定または手入力された各材料の質量比及び各材料
の嵩密度とから算出するようにしてもよい。
【００６９】
　また、１バッチ目標量と、処理能力Ｘとから、一時貯留ホッパー４０に貯留保持される
材料の供給可能時間ｔ８を算出し、記憶部６３に格納させる（ステップ１２３）。すなわ
ち、一時貯留ホッパー４０に貯留保持される材料で、どれだけの成形時間（処理時間）が
賄えるかを算出する。
　また、計量時間ｔ４、混合時間ｔ５、及び各部における輸送時間、並びに各部における
遅延時間から、上記計量工程、上記混合工程、及び上記輸送工程を直列的に実行する場合
における配合供給可能時間ｔ９を算出し、記憶部６３に格納させる（ステップ１２４）。
すなわち、チャージホッパー５０の材料センサー５２から材料要求信号が出力された後に
、計量された１バッチ量分の材料が、チャージホッパー５０に投入されるまでの時間を算
出する。
　尚、上記ステップ１２２、ステップ１２３、及びステップ１２４は、図７（ａ）示した
順に実行する必要はなく、並列的に実行するようにしてもよい。
【００７０】
　上記のように各基準時間ｔ７，ｔ８，ｔ９が算出され、格納されれば、これらを比較し
て、各待機モードを変更する配合供給能力変更パターンＣを実行する。
　すなわち、図７（ｂ）に示すように、供給可能時間ｔ７と、配合供給可能時間ｔ９とを
比較して、配合供給可能時間ｔ９が、供給可能時間ｔ７以上でなければ、つまり、配合供
給可能時間ｔ９が、供給可能時間ｔ７よりも小さければ（ステップ２２０）、初期設定時
のモードである上記第１待機モードを上記第３待機モードに変更させる（ステップ２２１
）。すなわち、第３待機モードにおける配合供給能力が、処理能力Ｘよりも大きいと判別
し、第１待機モードを第３待機モードに変更し、以降の配合供給を、上記第３待機モード
で実行する。
【００７１】
　一方、配合供給可能時間ｔ９が、供給可能時間ｔ７以上で（ステップ２２０）、かつ、
供給可能時間ｔ７に供給可能時間ｔ８を加えた時間以上であれば（ステップ２２２）、第
２待機モード及び第３待機モードにおける配合供給能力よりも処理能力Ｘが大きいと判別
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し、初期設定時のモードである上記第１待機モードを継続する（ステップ２２３）。
　また、配合供給可能時間ｔ９が、供給可能時間ｔ７以上で（ステップ２２０）、かつ、
供給可能時間ｔ７に供給可能時間ｔ８を加えた時間よりも小さければ（ステップ２２２）
、第２待機モードにおける配合供給能力が、処理能力Ｘよりも大きいと判別し、第１待機
モードを第２待機モードに変更し（ステップ２２４）、以降の配合供給を、上記第２待機
モードで実行する。
　ステップ２２１または２２４において、上記のように待機モードを変更した後、上記同
様、処理能力Ｘが所定の閾値以上に増加すれば（ステップ２２５）、各待機モードから第
１待機モードに変更し（ステップ２２６）、初期準備運転に移行させる。
【００７２】
　以上のように、本動作例では、検出した処理能力Ｘと、各待機モードの待機態様に基づ
いて算出される基準時間条件等とに基づいて、待機モード変更が可能なときには、待機モ
ードを変更させて、当該配合供給装置１の配合供給能力を減少させるようにしているので
、製造ロット替えや成形終了時等の際に生じる配合済み材料（残材）を減少させることが
できる。つまり、上記第２待機モードでは、一時貯留ホッパー４０の材料センサー４２か
らの材料要求信号が出力されるまでは、計量機２０に材料を計量待機させずに、材料セン
サー４２からの材料要求信号が出力された後に、計量を開始させるようにしているので、
計量機２０において、材料が常時、計量待機されることがなく、それに応じた残材を減少
させることができる。また、上記第３待機モードでは、計量機２０及び一時貯留ホッパー
４０に概ね材料を待機（計量待機及び貯留保持）させずに空状態としているので、第２待
機モードよりも更に残材を減少させることができる。
【００７３】
　尚、本動作例のように、待機モードを変更して配合供給能力を減少させる態様に加えて
、上記パターンＡ及びパターンＢのように、１バッチ目標量を変更して配合供給能力を減
少させる態様を加えて実行するようにしてもよい。この場合は、配合供給可能時間ｔ９と
１バッチ目標量とから直列運転時における配合供給能力を算出し、この配合供給能力を、
上記計量能力に代えて適用するようにしてもよい。例えば、待機モードの変更が可能か否
かを判別し、待機モードを変更した後、変更後の待機モードが、上記第１待機モードであ
れば、上記同様、計量能力に基づいて、１バッチ目標量を減少させる態様とする一方、変
更後の待機モードが、上記第２待機モードまたは第３待機モードであれば、上記直列運転
時における配合供給能力に基づいて、１バッチ目標量を減少させる態様としてもよい。
　このように、待機モード変更による配合供給能力減少の態様と１バッチ目標量変更によ
る配合供給能力減少の態様とを組み合わせることで、より効率的に残材を減少化させるこ
とができる。
【００７４】
　また、本動作例では、各待機モードにおける配合供給能力が処理能力Ｘ未満とならない
ように比較するための基準時間条件を算出し、それに基づいて各待機モードを変更する態
様としているが、例えば、各待機モードにおける配合供給能力を安全な範囲で大まかに算
出して予め格納させておき、定常運転移行後に処理能力と比較して、各待機モードの変更
制御を行うようにしてもよい。
　さらに、本動作例では、上記第１待機モード、上記第２待機モード及び上記第３待機モ
ードの３つの待機モードの実行を可能とし、各待機モードを変更する態様としているが、
上記第１待機モード及び上記第２待機モードのみを実行可能とし、上記第１待機モードを
上記第２待機モードに変更することで、配合供給能力を減少させる態様としてもよい。
　さらにまた、本実施形態では、混合ドラム３０には、混合時以外は材料を待機させない
ようにしているが、混合ドラムにも材料を待機させる、または待機させないモードを実行
可能として、上記各待機モードに加え、これら各待機モードから変更可能な態様としても
よい。
【００７５】
　また、本実施形態における上記基本動作例では、一時貯留ホッパー４０に貯留保持させ
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た１バッチ量分の材料の全量を、チャージホッパー５０に向けて一度の材料要求信号によ
り輸送させる態様としているが、複数回に分けて間欠的にチャージホッパー５０に向けて
輸送させる態様としてもよい。
　さらに、チャージホッパー５０の前段に、乾燥装置または加熱装置等を設置し、チャー
ジホッパー５０に配合済みの材料を供給する前に、該乾燥装置または加熱装置において配
合済みの材料を乾燥または加熱させる態様としてもよい。
【００７６】
　次に、本実施形態に係る配合供給装置の変形例について図１０及び図１１に基づいて説
明する。
　尚、上記した配合供給装置１と同様の構成については、同一符号を付して、その説明を
省略、或いは簡略に説明する。
【００７７】
　図１０（ａ）は、第１変形例に係る配合供給装置１Ａを示し、この配合供給装置１Ａで
は、計量機２０と、一時貯留ホッパー４０との間に、混合ドラムを設置せず、これら計量
機２０と一時貯留ホッパー４０とを上下に隣接させている。また、混合手段としての混合
ドラム３０Ａを、チャージホッパー５０Ａの上部に設置し、この混合ドラム３０Ａに、チ
ャージホッパー５０Ａの捕集器を兼用させるようにしている。
　このような構成とされた配合供給装置１Ａにおいても、上記基本動作例と略同様の動作
の実行が可能であり、また、上記配合供給能力変更パターンＡ及び配合供給能力変更パタ
ーンＢの実行が可能である。
　また、上記配合供給能力変更パターンＣを実行する場合は、上記供給可能時間ｔ８に、
一時貯留ホッパー４０から混合ドラム３０Ａへの輸送時間及び混合ドラム３０Ａにおける
混合時間並びに各部における遅延時間を加えた時間を、供給可能時間ｔ８とすればよい。
【００７８】
　図１０（ｂ）は、第２変形例に係る配合供給装置１Ｂを示し、この配合供給装置１Ｂで
は、上記第１変形例に係る配合供給装置１Ａとは、混合手段の構成が異なるのみで、他の
構成は同様である。
　すなわち、本変形例に係る配合供給装置１Ｂは、上述のような混合ドラムに代えて、気
流混合捕集器３０Ｂをチャージホッパー５０Ｂの上部に設置している。
　この気流混合捕集器３０Ｂは、詳細な説明は省略するが、上部の流動ホッパーと、流動
ホッパーにおいて流動させて混合した材料を一時的に貯留する投入管と、この投入管と射
出成形機９の材料投入口９ａとの間に設けられた開閉弁とを備えている。この気流混合捕
集器３０Ｂでは、吸引輸送された材料を、流動ホッパー内において微粉等を除去しながら
、混合し、投入管に投入させ、開閉弁を開閉させることで、チャージホッパー５０に混合
済みの材料を投入させるようにしている。このような構成によれば、輸送工程と混合工程
とを関連させた工程として実行でき、上記した各例と比べて、これらの工程の時間を短縮
化できる。
【００７９】
　図１１は、第３変形例に係る配合供給装置１Ｃを示し、この配合供給装置１Ｃでは、一
時貯留ホッパーを設けずに射出成形機９の上部に直接的に設置した態様（直付け型）とし
ている点で上記した各例とは大きく異なる。すなわち、混合ドラム３０の下方に、チャー
ジホッパー５０Ｃを設置している。このような構成によれば、上記した成形機側への材料
輸送用の輸送手段、及び上記輸送工程が不要となり、上記した各例と比べて、装置構成が
コンパクトとなるとともに、配合供給工程全体の時間を短縮化できる。
　このような構成とされた配合供給装置１Ｃにおいても、上記基本動作例と略同様の動作
の実行が可能であり、また、上記配合供給能力変更パターンＡ及び配合供給能力変更パタ
ーンＢの実行が可能である。
　また、上記配合供給能力変更パターンＣを実行する場合は、上記第３待機モードの実行
はできないが、上記第１待機モードを第２待機モードに変更させて、配合供給能力を減少
させることができる。
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【符号の説明】
【００８０】
　１，１Ａ，１Ｂ，１Ｃ　　　　　　　材料配合供給装置
　９　　　　　　　　　　　　　　　　射出成形機（成形機）
　１１Ａ，１１Ｂ，１１Ｃ，１１Ｄ　　材料供給機
　２０　　　　　　　　　　　　　　　計量機（配合供給能力検出手段）
　２３　　　　　　　　　　　　　　　排出ダンパー（処理能力検出手段）
　３０，３０Ａ　　　　　　　　　　　混合ドラム（混合手段）
　３０Ｂ　　　　　　　　　　　　　　気流混合捕集器（混合手段）
　４２，５２　　　　　　　　　　　　材料センサー（処理能力検出手段）
　６１　　　　　　　　　　　　　　　ＣＰＵ（配合供給能力制御手段、処理能力検出手
段、配合供給能力検出手段）
　Ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　処理能力
　Ｙ　　　　　　　　　　　　　　　　計量能力（配合供給能力）
　ｔ２　　　　　　　　　　　　　　　処理時間（計量機によって計量した１バッチ量分
が成形機において処理された際に生成される信号または関連して生成される信号から次回
の信号までの時間）
　ｔ４　　　　　　　　　　　　　　　計量時間（計量機において１バッチの計量に要し
た時間）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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